２０２３年度事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定非営利活動法人アマモ種子バンク
１．アマモ種子の採取および保存事業

今年度も明石市･江井ヶ島海岸のアマモ種子のみを採取･保存します。　
２．アマモ場造成に係わる調査、研究、開発事業
2.1 アマモ場の生物調査

「実感　アマモは海のゆりかごだ！」プロジェクトとして小型地曳網によるアマモ場の生物調査を明石市･江井ヶ島海岸で継続実施します。
2.1.2 小さな地曳網による御前浜の生き物調査

公益信託大成建設自然・歴史環境基金から2022年度助成を受け、西宮市の御前浜･香櫨園浜前面の沖合人工島に囲まれた閉鎖性海域でアマモ場造成を行い、海域の浄化と豊かな生態系を創出する可能性について昨年度後半から検討しています。
まずは多くの方にこの閉鎖性海域に興味関心を持って頂くために、過去からの海域環境の変遷についての勉強会を昨年度に引き続き行うとともに、この海域で小さな地曳網を曳き、多くの生き物が生育し、この海域が生きていることを知って頂くことから始めます。
そして、御前浜・香櫨園浜前面でのアマモ場生育可能性調査として水温、光量などの海域環境調査、および栄養株の移植と播種によるアマモ生育試験を行います。

３．アマモ場造成に係わる調査、研究の助成および支援事業
　実施しない。
４．アマモ場造成の普及および啓蒙事業

4.1 アマモ育苗用小袋

木綿の織布とタコ糸によるアマモ育苗用小袋の製造･販売を継続します。
５．国内外の環境関係諸団体との交流および事業協力

5.1 海と日本プロジェクト in ひょうご
実行委員会に参加します。
5.2 須磨海岸の砂浜生態系の再生保全活動
ひょうご環境創造協会の助成事業「R5年度環境パートナーシップ事業」に須磨里海の会主導で応募した。採択されれば須磨海岸で実施するアマモ場造成事業に係わる部分について協働して行う。
　5.3 Ｊブルークレジット認証

　　江井ヶ島漁業協同組合、東洋建設(株)、当NPOの三社で明石市江井島周辺を中心とした藻場造成「アマモは海のゆりかごだ!」プロジェクトを、昨年度に引き続きジャパンブルーエコノミー技術研究組合に認証申請します。
６．アマモ場造成に係わる国、地方公共団体および民間からの受託事業

6.1 アマモ種子の養生･保存

鳥取県・境港市、福岡県・福岡市の種子を預かり、養生・保存します。
なお、これまで継続して行われてきた福井県・おおい町でのアマモ場造成は、町議会で予算が通らず中断となり、大島漁協からの発注は今年度はなしとの連絡がありました。

6.2 アマモ種子の養生･保存

　6.1で大島漁協からの発注がないため、当NPOの収益の2/3が失われたことになり、財政的に当NPOの維持ができません。そこで、種子の養生･保存だけでなく、当NPOが関与できる受託業務があれば、受注すべく注力します。
７．その他関連する環境保全活動

特に予定していないが、案件があれば、その都度対応していきます。
８．その他
　特になし。
９．事業の実施に関する事項
9.1 特定非営利活動に係る事業
	事業名
	事業内容
	実施日時
	実施場所
	従事者の人数
	受益対象者の範囲及び人数
	支出額

(千円)

	アマモ種子の採取および保存事業
	アマモ種子を採取･保存し、藻場造成に関する研究開発、実海域での発芽･生育試験などでアマモ種子を必要とする機関に融通する。
	2023年4月～
2024年3月
	(採取)

明石市･江井島海岸

(養生)

江井ヶ島港

(保存)

当事務所
	5人
	アマモ場造成に係わる研究開発者、漁協および地方自治体

100人
	100

	アマモ場造成に係わる調査、研究、開発事業
	アマモ場の生物調査ほか
	2023年4月～
2024年3月
	明石市･江井ヶ島海岸
	5人
	アマモ場造成に係わる研究開発者、漁協

　　100人
	950

	アマモ場造成に係わる調査、研究の助成および支援事業
	実施せず

	アマモ場造成の普及および啓蒙事業
	各地の市民活動団体と協働してアマモ場造成事業を行う。
	2023年4月～
2024年3月
	全国
	2人
	アマモ場造成に関心のあるNPO、市民活動団体および市民
200人
	150

	国内外の環境関係諸団体との交流および事業協力
	各地の市民活動団体との交流や事業協力を行う。
	2023年4月～
2024年3月
	全国
	2人
	アマモ場造成に係わる市民活動団体ほか

100人
	100

	アマモ場造成に係わる国、地方公共団体および民間からの受託事業
	委託者が採取したアマモ種子を使用時まで養生し、保存管理する。
	2023年4月～
2024年3月
	ｱﾏﾓ種子の養生･保存

江井ヶ島港

当事務所
	5人
	沿岸環境が整備される周辺住民
50,000人
	1,663

	その他関連する環境保全活動
	案件があれば、その都度対応する

	20


9.2 収益事業
　実施しない。
